
 

 
株式会社大和総研 丸の内オフィス 〒100-6756 東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 1 号 グラントウキョウ ノースタワー 

このレポートは投資勧誘を意図して提供するものではありません。このレポートの掲載情報は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するも

のではありません。また、記載された意見や予測等は作成時点のものであり今後予告なく変更されることがあります。㈱大和総研と大和証券㈱は、㈱大和証券グループ本社を親会社とす

る大和証券グループの会社です。内容に関する一切の権利は㈱大和総研にあります。無断での複製・転載・転送等はご遠慮ください。 

 
 

2025 年 4月 15日 全 2頁 

 

米国による半導体への関税率引き上げが日

本・世界経済に与える影響 
 

日本の実質 GDP を 0.05％、世界の GDPを 0.06％押し下げる可能性 

経済調査部 

 

エコノミスト 

シニアエコノミスト 

秋元 虹輝 

久後 翔太郎 

 [要約] 

 米国のトランプ政権は半導体に対する関税率引き上げを検討している。仮に他の品目

別関税と同水準の 25％が電子機器を含む半導体に課される場合、日本の実質 GDP は

0.05％、世界全体では 0.06％押し下げられると試算される。中国では 0.20％、ASEANで

は 0.24％の影響が見込まれ、アジア諸国に比較的大きな影響をもたらす可能性がある。 

 トランプ政権は半導体に加え、医薬品、銅、木材・製材品への品目別関税の導入も検討

している。仮にこれらの品目全体に 25％の追加関税が課される場合、日本の実質 GDP

は 0.07％、世界全体では 0.12％押し下げられると試算される。日本の押し下げ幅は自

動車・同部品への 25％の追加関税（同 0.36％）を下回る一方、世界全体では自動車・

同部品への追加関税（同 0.10％）と同程度とみられる。 

 

電子機器を含む半導体への追加関税で日本の実質 GDPは 0.05％減少 

米国のトランプ政権は、半導体への関税率引き上げの詳細を 2025 年 4 月 20 日の週にも公表

するとしている 1。相互関税の対象からは除外されたスマートフォンなどの電子機器も対象に含

める方針も明らかにされている。現時点で追加的に課される関税率の水準は不明であるが、仮

に半導体に対しても他の品目別関税と同水準の 25％が課される場合、日本の実質 GDPは 0.05％

押し下げられると試算される（図表 1の「半導体（含む電子機器）」）。世界全体の実質 GDPへの

影響は▲0.06％と推計されるが、地域別に見ると、中国では▲0.20％、ASEANでは▲0.24％の影

響が見込まれ、アジア諸国に比較的大きな影響をもたらす可能性がある。 

もっとも、トランプ政権が今後導入を検討している品目別関税は、半導体にとどまらない。医

薬品、銅、木材・製材品に対して追加的な関税措置を導入するとしている。そこで、半導体に加

えて、医薬品、銅、木材・製材品に対しても 25％の追加関税が課される場合の影響を試算する

 
1 NHK NEWS WEB「トランプ大統領 導入予定の半導体関税措置“来週中にも発表”」（2025年 4 月 15日 8 時閲

覧） 

日本 

 

https://www3.nhk.or.jp/news/html/20250414/k10014778551000.html
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と、日本の実質 GDPは 0.07％（世界全体では 0.12％）押し下げられる（図表 1）。 

図表 1 を見ると、日本では主に医薬品や半導体への追加関税の影響が比較的大きい。国・地

域別では、医薬品の対米輸出が相対的に多い EUや、集積回路や電子機器の対米輸出が盛んな中

国や ASEANへの影響が大きくなるとみられる。 

なお、筆者らが 3 月 27 日に公表したレポート 2で示したように、4 月 3 日に発動された自動

車・同部品への 25％の追加関税は、日本の実質 GDPを 0.36％（世界全体では 0.10％）押し下げ

ると試算される。これに比べると、半導体、医薬品、銅、木材・製材品への追加関税の影響は、

日本では小さいものの、世界全体では自動車・同部品への追加関税と同程度とみられる。 

 

図表 1：米国による 25％の品目別追加関税が各国・地域の実質 GDP に与える影響 

 
（注）図表は関税実施による各国・地域の対米輸出減少の影響（第三国への中間財輸出減少の影響や波及効果を

含む）を、OECD の国際産業連関表（2019 年版）を用いて試算したもの。課税対象品目は「相互関税」の適用外

品目から抽出した。試算に際し、OECD の国際産業連関表の産業分類と課税対象品目の範囲が一致しない場合は、

各国・地域の対米輸出における品目別シェアを用いて補正を行っている。 

（出所）OECD、ホワイトハウス、CBP（いずれも 2025 年 4 月 15 日 8 時閲覧）より大和総研作成 

 

 
2 秋元虹輝・久後翔太郎「米国による 25％の自動車関税引き上げが日本経済に与える影響」（大和総研レポー

ト、2025 年 3 月 27 日）を参照。なお、相互関税の日本経済への影響については、久後翔太郎・秋元虹輝「『相

互関税』一部停止の日本経済への影響」（大和総研レポート、2025 年 4 月 10 日）を参照。 
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https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20250327_025005.html
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